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活
用
だ
ろ
う
。
そ
の
最
大
の
メ
リ
ッ
ト

は
「
５
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の

数
」
と
い
う
非
課
税
枠
が
あ
る
こ
と
。

つ
ま
り
、
生
命
保
険
に
加
入
す
る
だ
け

で
節
税
効
果
を
得
ら
れ
る
こ
と
だ
。

　

例
え
ば
、
父
・
母
・
子
２
人
と
い
う

一
般
的
な
家
庭
が
あ
る
と
す
る
。
父
が

被
相
続
人
に
な
る
こ
と
を
見
据
え
、
生

命
保
険
契
約
を
す
る
ケ
ー
ス
だ
。

　

こ
の
場
合
、
父
を
契
約
者
（
保
険
料

負
担
者
）
か
つ
被
保
険
者
に
、
受
取
人

を
妻
ま
た
は
子
に
し
て
お
け
ば
、
法
定

相
続
人
が
妻
と
子
２
人
な
の
で
、
１
５

０
０
万
円
（
＝
５
０
０
万
円
×
３
人
）

ま
で
の
保
険
金
が
非
課
税
と
な
る
。

　

さ
ら
に
、
保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と

で
現
金
資
産
を
減
ら
せ
る
た
め
、
相
続

財
産
を
単
純
に
圧
縮
で
き
る
と
い
う
効

果
も
あ
る
。

資
産
内
容
や
契
約
形
態
を 

考
慮
し
て
検
討
し
て
も
ら
う

　

保
険
金
に
関
し
て
は
、
相
続
税
以
外

に
も
課
税
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
る
。
課

税
の
有
無
は
、
保
険
料
負
担
者
と
受
取

人
の
関
係
に
よ
っ
て
決
ま
る（
左
表
）。

相
続
対
策
と
し
て
生
命
保
険
に
加
入
す

る
場
合
は
、
契
約
形
態
を
考
慮
す
る
必

要
が
あ
る
こ
と
を
伝
え
よ
う
。

　

例
え
ば
、
先
の
例
に
お
い
て
契
約
者

を
子
・
被
保
険
者
を
父
・
受
取
人
を
子

と
い
う
契
約
に
す
る
と
、
被
保
険
者
が

亡
く
な
っ
た
際
の
死
亡
保
険
金
は
「
子

の
一
時
所
得
」
と
み
な
さ
れ
、
所
得

税
・
住
民
税
が
課
さ
れ
る
。

　

一
時
所
得
は
、
総
収
入
金
額
か
ら
必

要
経
費
（
保
険
料
の
累
計
額
）
や
特
別

控
除
額
（
他
に
一
時
所
得
が
な
い
場
合

は
50
万
円
）
を
控
除
し
た
額
の
２
分
の

１
（
勤
続
５
年
以
下
の
役
員
等
を
除

く
）
が
、
他
の
所
得
（
給
与
所
得
な

ど
）
と
合
算
さ
れ
て
課
税
さ
れ
る
。

　

た
だ
し
「
相
続
税
の
税
率
が
30
％
を

超
え
る
」
と
見
込
ま
れ
る
な
ら
、
こ
の

所
得
税
・
住
民
税
を
支
払
っ
て
も
有
効

な
ケ
ー
ス
は
あ
る
。
所
得
税
・
住
民
税

の
合
計
税
率
は
最
高
55
％
な
の
で
、
実

質
的
に
は
最
高
27
・
５
％
で
済
む
。
つ

ま
り
総
支
払
税
額
を
引
き
下
げ
る
こ
と

が
で
き
る
の
だ
。

　

そ
の
際
、
契
約
者
と
な
る
子
に
現
金

を
贈
与
し
て
保
険
料
を
支
払
え
ば
、
暦

年
課
税
の
非
課
税
枠
１
１
０
万
円
を
活

用
し
な
が
ら
、
親
の
資
産
を
減
ら
す
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
は
贈
与
の
証

拠
を
残
し
、
子
が
保
険
料
を
負
担
し
た

事
実
を
明
確
に
し
て
お
く
こ
と
を
勧
め

た
い
。

「
特
定
の
子
に
多
く
の
財
産
を
遺
し

て
、
他
の
子
へ
の
代
償
分
割
の
費
用
に

充
て
た
い
」
と
い
っ
た
希
望
の
ほ
か
、

内
縁
の
妻
や
自
分
の
介
護
を
し
て
く
れ

た
子
の
配
偶
者
な
ど
「
法
定
相
続
人
で

な
い
人
に
現
金
を
遺
し
た
い
」
と
い
っ

た
希
望
が
あ
る
際
に
は
、
遺
し
た
い
人

を
受
取
人
と
し
た
契
約
が
有
効
だ
。

客
様
に
最
も
よ
く
知
ら
れ
て
い

る
相
続
対
策
は
、
生
命
保
険
の

お

ニーズキャッチに不可欠！「相続対策」の知識編

金融商品のセールスにつながる！

　代表的な相続税対策を５つあげ、アドバイ
スや商品提案のポイントについて解説する。

相続税対策の５大アドバイス

相
続
対
策
に

効
果
絶
大
な

生
命
保
険
を
活
用
す
る

ア
ド
バ
イ
ス
そ
の
１
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ポイント①　生命保険の死亡保険金には非課税枠がある！

ポイント②　契約形態に注意してうまく活用しよう！

非課税枠 500万円

長
男

相続人

非課税枠 500万円

母

相続人

非課税枠 500万円

長
女

相続人

父

被相続人

生命保険の
非課税枠 500万円 × 法定相続人の数

死亡保険金1500万円までの
生命保険契約が非課税に

　本ケースの家族の場合、法定
相続人が母・子2人なので、
500万円×3人分＝1500万円
までの死亡保険金が非課税にな
る。払い込む保険料の総額分が
現金資産の減少となり、相続財
産の圧縮にもつながる。

　死亡保険金は、条件によって相続税以外の税の課税対象となる。表のように、契約者・
被保険者・受取人の契約形態によって、課される税の種類が異なるので注意。

契約形態 契約者の例 被保険者の例 受取人の例 税の種類

契約者・被保険者が同じ人 父 父 子 相続税

契約者・受取人が同じ人 子 父 子 所得税

それぞれ異なる人 母 父 子 贈与税

　被保険者＝父、契約者・受取人＝子という契約形態にした場合、死亡保険金
は一時所得とみなされ所得税・住民税が課される。ただし、相続税の税率が
30％を超えるケースなどでは、所得税・住民税を最大税率分まで支払っても、
税金の総支払総額が減らせる場合がある。

例えば…

例えば…


